
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７回 日本経済の実態と政策の在り方に関する 

ワーキング・グループ 

議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣府政策統括官（経済社会システム担当）



 

 

 

 

 

第７回 日本経済の実態と政策の在り方に関する 

ワーキング・グループ 

議事次第 
 

 

                  日 時：平成 24 年５月 11（金）14:00～16:02 

                  場 所：中央合同庁舎４号館４階第４特別会議室 

 

 

 （１）人材育成の現状と対応策について 

（２）企業の新陳代謝が生産性に与える影響について 
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○伊藤主査 それでは、ただいまより「第７回日本経済の実態と政策の在り方に関するワ

ーキング・グループ」を開催させていただきたいと思います。 

 本日は冨山委員は御欠席でございます。 

 本ワーキング・グループでは「新しい成長モデル」の検討を進めておりますが、前回は、

グローバル化が進む中で、ものづくり産業とサービス産業が進むべき方向について御議論

いただきました。 

 本日は残されている論点として、まず人材育成の現状とその対応策について、ペンシル

バニア大学ウォートン・スクール・人材研究センターの若山シニア・フェローよりプレゼ

ンテーションしていただいた後、新陳代謝の活性化が生産性にどう影響を与えるのかにつ

いて、慶應義塾大学産業研究所の松浦専任講師にプレゼンテーションしていただき、それ

ぞれについて御議論を深めていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、まず、若山シニア・フェローから資料の説明を 30 分ぐらいでお願いいたしま

す。よろしくお願いします。 

○若山シニア・フェロー よろしくお願いいたします。御紹介にあずかりましたウォート

ン・スクールの若山と申します。 

 本日はお招きいただき、ありがとうございます。最初にお断りしておきたいのですが、

大先生方を前にプレゼンテーションさせていただくには本当に力不足なのですが、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 まず簡単な自己紹介をさせていただければと思います。この３月までウォートン・スク

ールのエグゼクティブ・エデュケーション部門のスタッフを約 18 年やっておりました。ア

メリカで２年、日本に戻りまして 16 年、主に日本企業に対してウォートン・スクールが提

供しておりますエグゼクティブ・プログラムのマーケティングであったり、特定の企業向

けのカスタム・プログラム、具体的にはトヨタや日立等のグローバル人材育成、リーダー

シップ育成のプログラムの開発、実施を担当しておりました。 

ただ、ウォートン、あるいはペンシルバニア大学の枠組みだけでは、なかなか日本企業

のそういった育成ニーズに十分に応えられないということから、先月からフリーのコンサ

ルタントの立場でやらせていただくことになりました。と同時に、ウォートン・スクール

の人材研究スクールのディレクターでありますピーター・キャペリ教授とは、当初から 18

年近く仕事を一緒にしてまいりまして、是非センターのシニア・フェローという形でウォ

ートンとの関係を継続してほしいという話になりました。実は、そちらの仕事はまだ具体

的には始まっていないところに今回のお話をいただきました。いわゆる若年層の雇用問題

は非常に興味があったこともあり、逆に今後深堀りしていきたいテーマをいただいたとい

った認識で今日はお邪魔した次第です。 

 アメリカの大学の者ということで、アメリカの事例的な話も多々あるかと思いますが、

あくまでも御参考ということで、アメリカの事例がどうこうということではありませんの
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で、よろしくお願いいたします。 

 ２ページ目に進みまして、今日は一応、「現状認識」と「課題対策の検討」という２部

構成という形で準備させていただきました。 

これは、どちらかと言えば私の現状認識ということになるかと思いますが、若年層の雇

用問題ということでまずまとめさせていただきました。いわゆる少子・高齢化社会の重要

な担い手であり、またこのワーキング・グループがフォーカスされている中間層の再生の

担い手として期待される若年層、彼らの雇用実態はどうなっているのでしょうか。 

 まず、これは世界的な現象ということはよく御存じかと思いますが、特に最近、スペイ

ンの高い比率、若年層の２人に１人が失業状態であることがかなり取り沙汰されています。

スペインの状況は日本と同じではないのではないかという議論もありますが、やはり大き

な問題は硬直的な雇用制度ということで、解雇がしづらい、かなり縛られている、いわゆ

る既得権者である中高年層をなかなか退出させられないという中で、若者が社会的弱者に

なっている。これは若干日本とダブる面もあるかと思います。ただ、日本と違うのは、ス

ペインの場合は産業構造が非常に脆弱で、輸出型の産業基盤は持っていないし、どちらか

と言えば内需依存型の経済であるということが言えるかと思います。 

いわゆる先進国病の１つの現象では必ずしもないということで、ブータンでも、今、ま

さしくこの問題か取り沙汰されています。現状では、日本と同じぐらいの比率、約 10％と

なっていますが、ブータンの場合は肉体労働者の仕事はかなりあるのですが、いわゆる学

歴社会といいますか、高卒や大卒の若手が大分輩出されるようになっている中で、なかな

か自分に合った仕事がない。まさにミスマッチの問題ということで、職にあぶれた優秀な

若手が繁華街でたむろしている映像をニュースで見たことがありますが、要はそういった

ところから彼らが麻薬に手を染めたりといった、社会的頽廃への懸念が上がっています。 

それぞれの国や地域によって、その背景は異なりますが、言うまでもなく一国、あるい

は世界全体にとって非常に深刻な経済・社会的な問題であるということは言うまでもあり

ません。 

左側の図は OECD 先進諸国の失業率を表していますが、ここ５年間の伸びや、その実数

を見てみると、日本の失業率はまだ低いということが見て取れるかと思います。ただ日本

の場合、いろいろな背景があったとして、是正できるのか、時間的な猶予があるのかとい

うところをむしろ皆さんから教えていただきたいなという気持ちでいっぱいです。 

 次の「現状認識（続き）」に進んで、皆さんもよく御理解されていると思いますが、私

なりに特に気になるポイントとして４つ挙げさせていただきました。 

 2007 年以降、いわゆる団塊の世代の労働市場からの退出が始まっている中で、若年層の

失業率の改善が実際に期待通り進んでいるのか、それがこの数字で見て取れるのかどうか。 

 次に、非正規雇用比率が若年層を中心に上昇し続けていて、既に 50％に近づいています。

非正規雇用は、勿論、企業にとってはありがたい不確実性への対応策ということではあり

ますが、いわゆるワーキングプアであったり、格差社会の問題はますます深刻化している
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のではないか。 

 また、七五三現象という言い方もされていますが、雇用のミスマッチ、あるいは環境不

適合を主な理由として、30％以上の大卒新卒者が３年未満で自発的に退職しているといっ

たつい最近の動向ではない、こうした実態も、無視できないのではないか。 

 4 つ目として、次なる世代、例えば、高校生や中学生、特に高校生の４割が校外学習時

間がゼロであるという実態もいかがなものかということをここで整理させていただきまし

た。 

 そして、４枚目に行っていただきまして、マンパワー・グループがグローバル規模の調

査を行っています。人材ビジネス会社だったり、コンサルティング会社がかなり規模の大

きい、意味のある調査結果をいろいろ出していますが、今回御紹介させていただくのは、2

011 年の第１四半期に実施された、Talent Shortage Survey という調査です。39 か国、４

万社、日本では東京、大阪、名古屋の７業種 1,400 社の人事部長を対象に行った調査とな

っています。主要経済国における人材不足感を表していますが日本の比率は非常に高く、

かつ高水準で上昇しています。 

それから、不足だと感じる職種の人材確保が難しい理由がグローバル全体と日本につい

て挙げられています。ここで日本の理由を見ていただくと、いわゆる日本企業が提示した

３大理由というのは、実務経験の不足、ビジネス知識、学術知識、業界で必要な資格の不

足、職務に必要な価値観やマインドセットの不足、職務に適切な人格や適性の欠如という

ことで、若年層にとっては非常に克服しづらい要件であることが見て取れると思います。

若年層の場合は、実務経験がないと就職できない、実務経験をつけたくてもできないとい

った不利な状態、ジレンマに陥っているということが言えるかと思います。 

 次に、「課題対策の検討」に進ませていただきますが、具体的な対策とは必ずしも言え

ませんし、無責任にも言えないということから、何らかのインプリケーションをくみ取っ

ていただきたいという形で、まとめさせていただきました。 

 基本的には、若年層のエンプロイアビリティとリテンションが今回課題になっているわ

けで、企業を核とした対応、あるいは貢献が求められると考えます。 

 問題の本質は、景気低迷の長期化を背景として、企業による人材育成投資の差し控え、

そして実務経験を有する即戦力の採用を優先するといった企業の傾向だと言えるのではな

いでしょうか。 

 中途採用による即戦力の争奪戦というのは当然、合成の誤謬になりますので、一企業に

とってよくても、マクロ的には非常に大きな問題です。それは、企業の内部育成投資の更

なる低下、あるいは社内の人材構成のゆがみの問題、そして、TPP の動向も見守らなくて

はいけないと思いますが、人材のボーダーレス化が既に進んでいるという中で、日本人就

労者のいわゆるエンプロイアビリティ、競争力の低下が免れなくなるということが言える

かと思います。 

 こういったことを問題の本質としてとらえた場合に、人材育成にかかわっている者とし
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て、今回まとめさせていただいたのは、企業による人材育成投資、若年層も含む全階層に

対する育成投資を保全、あるいは強化していくにはどうしたらいいのか。いわゆる育成コ

ストを削減できれば投資の回収も容易になりますし、資金的な制約がある中で、より多く

の育成機会を提供することが可能となるかと思います。 

ですから、そういう意味では、いわゆる人材育成投資の ROI を向上させることが１つ、

大きな命題になってくるのではないでしょうか。 

勿論、それ以上に大きな効果が期待できるのは、雇用創出、あるいは維持、それから、

収益性の向上です。企業がそれらを実現させることができるものといえば、恐らくイノベ

ーションに尽きるのではないでしょうか。ここにアップルサイトのページをつけています。

実は、別の理由でアップルはこのページを 3 月にウェブ上に立ち上げたのですが、アップ

ルはまさしく、イノベーションを通じて、製造面では中国とか台湾とか、国外に雇用機会

が出ていっていますが、それ以外ではかなり多くの雇用を創出しているといったキャンペ

ーンのページです。 

 更に、重要な課題として掲げた人材育成投資の ROI の向上とイノベーションについてま

とめさせていただきました。 

 まず、若年層が実務経験がないことによって締め出されているとすれば、彼らをコスト

をかけずに育成する方法であったり、彼ら以外の層に対する人材投資を効率よくやるとい

う考え方が必要になってくるのではないでしょうか。御存じのとおり、育成といった場合

には、実際の研修コストよりも、むしろ大きい部分を占めるのは、実際に社員が仕事から

離れる時間であるということをまず御理解の上、話を進めさせていただければと思います。 

ここで幾つかの向上策ということで挙げさせていただいていますが、まず１つ目が、採

用前の教育研修。産学の連携による職業訓練プログラムと書かせていただいていますが、

アメリカの場合、卑劣な手口のようにも受け取られるかもしれませんが、採用前にある程

度自分で習得して来てくださいという話です。勿論、職種の中には、業界の資格だったり、

学位、例えば、MBA だったりを要件として設けているケースもあります。これも言ってみ

れば採用前の教育研修に対する自己投資と言えますが、それ以上に、例えば、コミュニテ

ィーカレッジがこの分野で大きな効果を上げています。 

例えば、ノースカロライナは、御存じのとおりシリコンバレーに次ぐハイテク産業の集

積地となっていますが、地元のコミュニティーカレッジがバイオ関連企業の委託を受けて、

新規採用者向けのプログラムの開発に携わっています。依頼企業の就職志願者が低目に設

定された受講料を自己負担する形でプログラムに参加して、優秀な成績をおさめた者が最

終的には採用されるというものです。スクリーニングの目的も果たすこうした職業訓練プ

ログラムがかなりいろいろな形で実施されています。 

日本では、大学全入時代を迎えた今、経営的にも厳しさが増している一部の大学で既に

取組まれでいるかと思いますが、職業訓練プログラムの提供、それも実際に育成しなくて

はいけないスキルが何かをよりよく把握している企業と産学共同という形で進めるという
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ことが重要ではないかと思います。 

２番目は、社員に育成コストを一部負担させるというものです。育成投資の主たる受益

者は、後に転職をしようがしまいが、社員本人であり、彼らがコストを一部負担すること

は、もし会社として資金的に厳しいとすれば、正当化されるのではないか。教育期間中の

給与水準を通常よりも控え目にする、いわゆる教育訓練給的な考え方が重要になってくる

のではないかと思います。 

例えば、アメリカで、Ｐ＆Ｇのような会社は、競合他社よりも低い給料で優秀な人材を

確保できるという実態があって、それは新入社員に対して、他社よりもはるかに魅力的な、

手厚い育成機会を提供しているからということでもあります。ですから、初任給は低く設

定して、その分、質の高い育成投資を提供し、即戦力化するような、いわゆるトータルの

雇用コストという観点からの見直しも意味があるのではないでしょうか。 

これは、人材研究センターのキャペリ教授が書いた本でも出てくる図です。入社時から

退職するまでの社員を雇用するコストと、社員が創造する価値の関係を図示したものです

が、入社前から線が始まることもあるかもしれないし、カーブの上がり方をどうするかと

いったように育成投資を考える上での、軸として捉えるのも１つの在り方かと思います。 

そして、３つ目が他の社員から学ぶというものです。他の社員から学ぶことを目的とし

て体系化された取組みを最初に手掛けたのは恐らくインテルだと思いますが、要は、社員

が、自己申告ベースで自分が保有するスキルの中で会社にとって重要だと思うもの、必ず

しも技術的なものとは限らずに、例えば、その会社の企業文化に対する理解であったり、

チームビルディングなどのスキルであったり、それらを登録してデータベース化するとい

うものです。社員同士のマッチングを助けるシステムを構築して、実際に講習会の詳細に

ついては当事者同士で相談するといったこうした取組みは、育成コストやスキルのインベ

ントリー化という意味でも、会社側にとっても非常にメリットがあるし、社員同士のネッ

トワーキングという意味でも、それなりの効果が期待できるのではないかと思います。 

それから、４つ目が授業料補助制度ということで、これも既に日本でもやられていると

思いますが、例えば、外部機関のプログラムの授業料の一部、あるいは大半を雇用主が負

担して、社員は勤務時間外に自分の時間を使ってクラスに参加する、という形です。こう

いった制度を導入している企業は、結果的に質の高い人材を引きつけることができるので、

投資として支出した部分を、結果的には彼らが提供する価値によって回収できるというよ

うな調査結果もあります。 

これらの４つに関しては、新卒など若年層の人たちを対象として想定し得るものではな

いかと思います。 

次のジャスト・イン・タイム方式の人材育成というのは、若年層というよりも、いわゆ

る経営幹部向けの話にはなるのですが、例えば、昇進してから育成するというものです。

要職に就くことが確定した人材に対して投資を行うので、いわゆる投資回収をきっちりす

ることができる。個別対応になるので、より各人のニーズに合ったコーチングや具体的な
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スキルを習得するためのプログラムの発掘が可能になります。 

次に、入社後の、いわゆるジョブローテーションや、育成を目的としたアサインメント

で本当に投資回収できるのかという考え方があります。実際には仕事に直結した形でのワ

ークベースのアサイメントの方が効果的だと思われます。これについてはボーイング社の

事例が参考になります。同社では経営トップに対して、自分のこれまでのキャリアで最も

学びの多かった職務経験のヒアリングをして、その共通項を洗い出しました。同社が求め

る有能なリーダーとしてのコンピテンシーを身につけるのに役立つ職務経験を絞り込んで

リストを作成した上で、ハイポテンシャルな、期待される人材に対して、それらのアサイ

ンメントを必ずしも昇進と連動させずに、育成の観点からよしとされるタイミングで一通

り経験させています。こうした取り組みもジャスト・イン・タイム方式の人材育成という

ことで、投資効率がいいと言えます。 

それから、投資育成の ROI と考えた場合には、勿論、リテンションも非常に重要になっ

てきますが、中でも、外部労働市場ではなく、内部労働市場の流動性を高めるということ

が、会社にとっても非常に意味があります。その施策として、社内公募制度がアメリカで

は活発に活用行されています。日本でもアメリカの企業と同じくらい、約８割の大手企業

で導入されているという報告がありますが、実際にはあまり運用できていないという実態

があるようです。まだ日本では社員の方に、自分のキャリアを管理、開発するという意識

が根づいていないという部分と、会社が真剣に取り組んでいないということがあるではな

いか。アメリカ企業の場合は、いわゆるリテンションや不確実性への対応という意味合い

で、社員が自己のキャリアを設計できるような支援ツールをいろいろ提供しています。 

ここら辺の話に関しては、ピーター・キャペリが書いた『ジャスト・イン・タイムの人

材戦略』の中で既にお読みになっている方もおられるかと思いますが、少し整理して御報

告させていただきました 

 もう一つの命題のイノベーションに関しては、いわゆるコスト削減的な発想、投資効率

を上げるという発想よりも、収益であったり、雇用を創出するということを追求するとす

れば、やはりイノベーションしかないであろうと思います。アップルの成功がまさしく示

唆しているように、企業にとってイノベーションは最も重要な国際競争力や利益の源泉で

もあり、イノベーションを起こせる人材の育成が日本でも本当に急務ではないかと考えて

います。 

 OECD の最新の調査（2011 年 11 月）では、イノベーションをそれまで２つの分野、プロ

ダクト、プロセスというところで調査していたのを４分野に拡大して、マーケティング、

組織を付加した４分野で各国の製造業のデータをまとめています。なぜか日本のデータは

ないので、非常に残念ですが日本以外の主要国では、４分野すべてのイノベーションに取

り組んでいるということが見て取れる図となっています。 

 日本の場合は、プロセス、特に製造工程的なことは非常に強みであると思いますし、プ

ロダクトも一部、フィーチャーを少し変えるというよりも、本当にイノベーティブなプロ
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ダクトという意味で競争力を持っているとは思いますが、これから非常に重要になってく

るイノベーションの分野、いわゆる組織の部分、ビジネスモデルであったり、組織運営、

あるいは他社との関係性等、こういったところに関しては、データがありませんが、課題

になってくるのではないでしょうか。 

 人材育成という観点から、アメリカでは、イノベーション創出を国家戦略と位置づけて

いることもあって、小・中・高等学校における起業家教育に非常に注力しています。例え

ば、カウフマン財団というのをお聞きになった方もいらっしゃるかと思いますが、理工系

教育とか教師の質向上であったり、小・中学校から起業家研修の提供を支援しています。5,

400 万人くらいの若者がこの教育を実際に受けているという報告もあります。日本の中小

企業総合事業団の調査でも、大学や大学院での起業者育成コースの受験経験があると回答

した学生の割合は、日本が 1.6％に対して、アメリカの場合は 15.6％でした。 

 実は、ウォートン・スクールは起業家研究、起業家育成プログラムで世界的にも有名で、

非常に定評のある学校ですが、高校教師や生徒向けに、起業、あるいは経営に必要な財務

会計能力、アントレプレナーシップ、リーダーシップの育成支援のサービスをウェブベー

スで無償で提供しています。それが Knowledge Wharton High School と呼ばれている下に

ペーストさせていただいたものですが、世界中のビジネススクールの中で、ウォートン派

先駆けでそういった取組みをやっていると理解しています。 

 更に、サポートするデータを持ち合わせていませんが、感覚的に、多分、皆さん、そう

だなと理解されると思いますが、いわゆる無力感を感じている若者が少なくないという供

給側の問題もあるかと思います。これは個人的にも非常に危惧している問題です。 

 生涯にわたる学習が求められる、不確実性の高い雇用環境で生き抜いていかなくてはな

らない次なる世代に見受けられる「学びからの逃走」、先ほどの校外学習時間という話で

すが、中学生では３割、高校生では４割、校外学習時間がゼロだという現状です。ここら

辺は非常に問題視する必要があるのではないでしょうか。 

 またペンシルバニア大学がちょうどいい具合に出てくるのですが、セリグマンという、

ポジティブ心理学の父と呼ばれている、心理学界でも非常に大御所の教授がいます。彼は

犬に電気ショックを与える実験を通じて、御存じの方もいるかと思いますが、いわゆる「学

習性無力感」という見解を実験結果として発表しました。 

この学習性無力感というのは、長期にわたってストレス回避が厳しい環境に置かれた場

合、自分の努力ではどうにもならないと判断し、無力感を獲得し、意欲や学習能力も低下

し、能動的に行動を起こさなくなるというもので、犬の実験でも、その後、人間での実験

でもこれが実証されました。 

ここら辺が非常に危惧されるところで、ペンシルバニア大学でも、効力感を取り戻すた

めのプログラムとして、セリグマンがやっているポジティブ心理学センターでは、中等教

育の教師であったり、企業、軍隊向けに、Resiliency Program というものを提供して評価

を上げています。 
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それから、シリコンバレーに住んでいる知り合いのコンサルタントがやっている Enpow

ered Alliances という会社では、アメリカの高校・大学生を対象に、アウトドア体験型の

Youth Enpowerment Program というものをやっています。その中に yes，we can というプ

ログラムがあるそうですが、要は、何でもやればできるというか、不可能を可能にすると

いうマインドセットを身につけさせるために、エクスペリエンシャルなグループ演習をア

ウトドアでやっていて、知識として学ぶのではなく、脳や心に刺激を与える形での学習機

会の提供を通じて実績を上げています。ここら辺も検討の中に入れなくてはいけない問題

だと理解しています。 

 最後に、つけ足しで２点触れさせていただければと思います。先日、ここ 10 年間、かな

り積極的なＭ＆Ａを通じてグローバル化を急速に進め、成功しているとされる日本企業の

人材育成担当者の方に仕事でお会いする機会があり、その方が、「放っておいても大丈夫

な人達（コア人材）は問題ないが、それ以外については眠らせない、眠りから覚めさせな

くてはいけないという危機感を持っている。」というようなお話をされていました。 

育成については、いわゆるハイポテンシャル層に偏っている面もあるのではないかとい

う気がします。学生に関してもそうですが、ハイポテンシャル層に偏らずに、むしろその

他大勢の部分の底上げをやっていかないと、日本としての若年層の雇用問題は恐らく解決

できないのではないでしょうか。 

 実は、17 歳の息子がおりますが、お恥ずかしい話、若年層失業者の予備軍と思わずには

いられない状況です。そのような子を抱える親としての気持ちも込めて、次の２つ目のポ

イントは書かせていただいています。 

いわゆる若年層の雇用問題というのは、今回、ウェブでいろいろ検索している中で、10

年以上前からさまざまな調査や議論がなされているということが確認できました。時間的

猶予があるのかどうかというのは最初のページで書かせていただきましたがそこら辺が本

当に知りたいところで、もしないとすれば、いわゆる産官学、本人、親を巻き込んで、社

会全体としての効果が期待できるような対応が急がれるのではないでしょうか。私が管理

者向けの人材育成プログラムの中でよく使う表現として、Knowing ≠ Doing というのがあ

ります。知識ばかりどんどん蓄積されていっても、実際に行動に移さなければ何も変わら

ないという意味です。是非そこら辺を、親としての立場からも、期待を込めて、最後のメ

ッセージとしてお伝えしたいと思います。 

○伊藤主査 どうもありがとうございました。 

 それでは、意見交換したいと思いますので、どなたからでも。では、吉野さん、お願い

します。 

○吉野委員 慶應大学の吉野です。 

 いいお話、どうもありがとうございました。幾つか質問があるのですけれども、私、金

融を専門としているものですから、日本の金融業界とか製造業というのは、昔はまず４月

に新入社員を翼成して、それから、企業内でも、先輩は後輩を教えるという非常にいい文
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化があったのですが、外資系の金融機関が日本に入ってきてから、それが完全に切り崩さ

れたと思います。外資系の金融機関が、日本でトレーニングを受けた人を中途採用してい

く。こういうことで、日本の金融機関が、今まで我々が一生懸命教えていたことは何だっ

たのだろうかと。例えば、ウォートンに誘惑されて、その後、ほかの企業に行ってしまう

わけですね。外資系もハンティングが来て、それで外資に行く。金融業に関する限り、私

が見ている限りは、日本のこれまでのすごくよかった制度を切り崩したのではないかと思

うのです。そういう中で、今後、日本の企業がどういう対応をしていったらいいかという

ことが迫られているような気がしまして、１つお聞きしたいのは、日本のそれまでの伝統

的やり方というのはやはりどこか間違っていたのか、それともいいやり方だったのかとい

うのが１つです。 

 ２番目は、ブルーカラーとホワイトカラーで少し教育の仕方が違うのではないか。ドイ

ツのマイスター制などというのは、まさにいいブルーカラーの人たちを育てていくという

システムがあるような気がしまして、アメリカの場合には、２つの層のホワイトとブルー

のところがあるのかどうかというのが２番目です。 

 最後は、イノベーションの場合に、これは私の印象で、間違っているかもしれませんが、

企業内イノベーションが日本では多くて、大企業の中から自分たちがいろいろなものをや

っていって、自分がそこから飛び出して会社をつくるというのではないのが日本的なイノ

ベーションであったような気がするのです。もし外に出ていくとすれば、日本の弱い点が、

そこを支える、金融のような、ベンチャーキャピタルみたいな、そういうものが余りない

ですから、せっかくイノベーションがあっても、それがなかなか実際のビジネスになって

いかないような点もあるような気がします。その３点です。 

○若山シニア・フェロー 確かに日本の育成慣行的なものは、いいものがたくさんあって、

流動性をあおってきた外資系によって切り崩されてきたということは事実だと思いますが、

何が正しい、正しくない、良い、悪いというよりも、そういう現実がある以上、それに対

して逆にどういうやり方で対応しなくてはいけないかという考え方にならざるを得ないの

ではないかと思います。 

 ただ、先ほども言いましたように、内部労働市場の流動性を高める仕組み、いわゆる外

資系に行ってしまうという、金融業界は特殊かもしれませんが、それでも、内部労働市場

内で、彼らがまた別の、自分の力を発揮できるようなものがあれば、また違ってくるのか

なと思います。 あと、ブルーカラーとホワイトカラーの話ですが、よく言われているの

は、徒弟制度は、ドイツだったり、スイスだったり、幾つかの、ヨーロッパ諸国では非常

にうまくいっている。アメリカではここら辺は余り充実していないというのが現状のよう

です。確かに、こういった議論をするときに、ホワイトカラーとブルーカラーを一緒くた

にしてしまうのは危険で、全く違うセグメントですので、きっちり説明し切れないという

部分と、それぞれに対してどうやって対応していったらいいのかが課題だと思います。 

 あと、イノベーションの話なのですが、最近、日本でも、大学を休学して起業している
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ような学生の報告なども見受けられます。むしろ若年層と考えた場合には、インターネッ

ト時代には、余り資金を必要としない形でイノベーティブにできることがあるかもしれま

せん。 

私はどうしてもアップルをイメージしてしまうのですが、例えば、なぜソニーがアップ

ルになれなかったのか、雇用をかなり大きく提供できる、ソニーや、他の会社がむしろそ

ういう発想をしていってほしいという思いでイノベーションの話はしているのです。確か

に企業内イノベーションという風土があっても企業内という枠の中でやろうとするところ

に、規制概念を打ち破れない何かがあるかもしれません。 

ただ、アメリカのようにベンチャーキャピタルとか、制度がきっちりしていないとか、

そういうことは何か言い訳のような気がしなくもなく、いろいろな方法でできるのではな

いか。ただ、最近の『日経ビジネス』の記事だったと思いますが、学生がそういう形で動

いているということを、非常に心強く思いました。ただ、先ほども言ったとおり、それは

一握りの、放っておいてもやる人間で、心配なのは、放っておくと眠ってしまう、眠りか

ら覚めない人たちということで、それがブルーカラーとホワイトカラーという枠組みも含

めてそこら辺をきれいに整理して考える必要があるのではないかと。お答えになっている

かどうかわかりませんが、よろしいでしょうか。 

○清家委員 どうもありがとうございました。４つぐらいコメントと、質問をさせて頂き

たいと思います。 

 １つは、現状認識のところで、日本の若年層の失業率が低い。これがいつまで続くかど

うかという問題提起がありました。実は、日本の若年層の失業率が低い理由はいろいろあ

るのですけれども、１つ明らかなのは、日本や、実は韓国もそうですけれども、要するに、

大学生が卒業前に企業から採用の内定をもらって就職していくということがあります。い

わゆる学卒の一括採用という雇用慣行のあることが若い人たちの失業率を低くしているこ

とは明らかです。ですから、これからも日本で若者の低い失業率が続くかどうかという質

問に対しては、１つの答えは、学卒の一括採用の採用慣行がこれからも維持できるかどう

かだと思います。 

 それから、もう一つは、キャペリさんにも以前コメントしたことがありますけれども、

５、６ページに言われていることは非常に大切なことで、要するに、今、起きている問題

というのは、さっきの吉野さんの話もそうですけれども、合成の誤謬ですね。つまり、個

々の企業にとっては、コストをかけて人を育てる合理性がだんだん薄れているのに対して、

社会全体としてはもっと人を育てなければいけないうことになっている。ですから、企業

がどんどん人材をバイの方向で獲得しようとしているのに対して、本当はメイクが必要な

のだけれども、それをする主体が、以前は企業だったのに、だんだんそこの人材育成パワ

ーが弱くなってきて、そこをどうしたらいいかということです。 

私は、大切なのは、６ページに書いていることで言えば、やはりコスト負担の問題だと

思います。そのときに、おっしゃるとおり、これはベッカーの人的資本理論の示すとおり、
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企業と本人がコストとリターンをシェアするという考え方があると思います。 

もう一つは、ここで言えば、授業料の補助であるといったように、企業と個人の間の話

だけではなくて、社会が、例えば、雇用保険制度を使って、企業に対して訓練中の労働者

の賃金を補助するというような形で負担をする。というのは、さきほど言いました合成の

誤謬の問題であるとすると、その問題を解決するためには、社会全体が何らかのアクショ

ンを起こさなければ解決しないわけで、その場合には、社会全体にとって人的資本投資の

増強が必要なときに、個人や企業がそれを増強する動機づけを持ちにくいとすれば、社会

全体がそのコストを負担してあげますから、是非やってくださいという考え方が必要にな

ってくると思います。まさにここで言われているように、多くの仕事能力は企業の中で仕

事をしながら養成されて、そしてまた多くの場合は、能力を養成した企業の中で最もよく

活用されるわけですから、そういう面では、企業内での能力の育成と活用を助成するよう

な政策を取ることが必要だと思います。 

そういう面で、ここでおっしゃっているとおり、内部労働市場の流動性を高める、そし

て外部労働市場の流動性は高めないということが大切だと思います。非常に逆説的ですけ

れども、アメリカで、さっきおっしゃったように内部労働市場の流動性を高めるような工

夫を積極的にしているのは、要するに外部労働市場の流動性が高くて、それをしないと人

材が流出したりしてしまうからです。日本は逆に、これはいい面でもあるのかもしれない

のですけれども、外部労働市場はそれほど流動性が高くないから、企業としては、そんな

にコストをかけなくても、つまり、わざわざ一生懸命、内部労働市場の流動性を高めなく

ても、従業員は嫌でも逃げられないので、人材はとどめておくことができる。そういうこ

ともあると思います。いずれにしても企業内における人材育成、人的資本投資の促進のた

めには、企業と労働者の費用負担の問題に加えて、社会全体がどういうふうに費用を負担

していくかということがもう一つ大切かなと思いました。 

あと２点、ちょっとマイナーなコメントですけれども、さっき吉野さんが言われたドイ

ツのマイスター制などは、たしかにいわゆる技能職の人の能力開発のためにプラスの面も

あるのですけれども、一方でマイスター制のようなものの問題は、要するに、確立された

職種の技能形成の上ではとても良いわけなのですけれども、技術が大きく変化したりして、

技能そのものが変わっていくときには、逆にそれが足かせになってしまうところもあると

言われています。 

それから、もう一つは、これもそのことと関係しますけれども、採用前の教育研修とい

う点で、さっき言われたように、例えば、アメリカのコミュニティーカレッジが果たして

いるような具体的な仕事能力を企業に入る前にある程度身につけておいて、更にそれに磨

きをかけるというのが企業内での投資効率を高めるという意味でいいわけです。しかし具

体・個別的なスキルを企業に入る前に高めていくことと同時に、もう一つもっと長期な教

育の役割として、おそらくより重要なのは、何か変化が起きたときに、それに対応し得る

能力、あるいは学習能力、つまり科学的にものを考える能力ということで、それは具体的
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には問題を発見し、その問題がなぜ起きているのかということについての仮説をつくって、

それを検証して結論を導くという、いわゆるサイエンティフィックにものを考えるという

一般的な能力を高めていくということも、変化の大きな時代にはとても大切なことだと思

います。 

いずれにしても、とても興味深い報告をありがとうございました。 

○若山シニア・フェロー 足りないところを全て補足説明していただいて、助かりました。

ありがとうございます。 

○伊藤主査 特に質問ではないみたいですけれども、何かありますか。よろしいですか。 

 では、ほかの方、続けてどうぞ。小塩委員。 

○小塩委員 若山先生、非常に興味深いお話ありがとうございました。一橋の小塩と申し

ます。２点コメントを申し上げます。 

前半の若者の労働市場の話を聞いていると、結構元気づけられたというか、それほど深

刻にならなくていいのではないかという印象を受けました。というのは、企業サイドで労

働に対する需要が足りないので問題があるというのだったら、もっと暗い話になったと思

うのですけれども、中身を見ると、日本の企業は人材不足に直面しているということです

ね。要するに、需要不足ではなくて、人材育成面でのミスマッチの問題だということです

から、これは何とか頑張ったら処理かできる問題ですね。つまり、全然打つ手がないとい

うことではないという点で、明るいニュースかなという印象を受けました。それが１つの

コメントです。 

それから、２番目は、後半の人材育成のお話についてのコメントなのですけれども、要

するに、イノベーションが世の中でちゃんと進んでいると、雇用面でもそんなに大きな問

題は起こらないということでした。そこで、学校教育を中心とする教育の在り方について、

今日のお話は非常に重要な示唆を与えているのではないかと思いました。これは私自身の

整理の仕方で、間違っているかもしれないのですけれども、先生のお話を聞いていると、

教育は２本立ての方がいいのではないかということですね。１つは、イノベーションを担

うようなハイポテンシャル層の育成に力を入れる。要するに、エリートをつくるというこ

とです。それだけではなくて、もう一つは、言葉が問題あるかどうかわからないのですけ

れども、先生の使っていらっしゃる言葉をそのまま使いますと、その他大勢ですけれども、

底上げを行うという、もう一つの柱を教育が持っている必要があるということですね。要

するに、大学、あるいは大学院を頂点とするような単線型の教育ではなくて、そういうコ

ースもあっていいのだけれども、その一方で、それ以外の多くの人が進むであろう別の道

があるということですね。そこでは、先ほど清家先生がおっしゃったように、変化に対応

した柔軟な対応能力を持つ人間を育てることが必要になるということです。 

今の日本の教育の仕組みは、やはり単線型ですね。ですから、先ほど御指摘があったよ

うに、高校生で勉強しないという状況が出てくるわけです。というのは、大学の入試が非

常に簡単になってしまったので、勉強する必要がないということなのですけれども、そう
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いうのを改めて、言い方はよくないかもしれないですけれども、エリートとノンエリート

の教育を明確に識別して行うという時期に来ているのではないかということかと思います。 

 以上２点、コメントを申し上げました。もし何かコメントありましたら、おっしゃって

いただきたいと思います。 

○若山シニア・フェロー 今、高校生が勉強しないのは全入時代を迎えて大学が入りやす

くなったということもあるかもしれませんが、ただ、やはり上位校や中堅校はますます競

争が激しくなっていますし、むしろ勉強しないのは、学習性無力感のようなことが大きい

のではないかと思いますが、先生はそこら辺についてはどのようにお考えでしょうか。 

○小塩委員 それはそうかもしれません。大学でもそうですね。大学でも高校と同じよう

に無力感というのも起こっているかもしれませんね。 

○若山シニア・フェロー 就職活動で 70 社くらい受けて内定が 1 つも出なかったとか、う

つ寸前の状態といった話を周りで耳にします。先ほどの寝させないようにするという企業

の話もありましたが、高校でも、大学でも、企業の中にもそういった問題を抱えている人

たちがいるというのはおそらく事実で、それに対して制度的に何かしなくてはいけないと

という気がしています。 

○松元事務次官 内閣府の次官の松元でございます。 

 教育で、複線型のとか、いろいろ考えられるとは思いますが、単線型を変えなくても、

今の教育の中でも、義務教育とか、そういうのをしっかり考えていくというのがあるので

はないかと実は考えています。要するに、大学が易しくなったから勉強しなくなったとか、

そういう話ではなくて、実は高度成長のときに日本の教育は一人前の人間を育てるという

機能を失って、企業にオン・ザ・ジョブ・トレーニングで一人前にするという部分を全部

丸投げしてしまったのではないか。『ALWAYS 三丁目の夕日』という映画がありましたけれ

ども、集団就職してきて、だれでもいい、とにかく採用して、金の卵だというので育てる。

そうすると学校は、とにかく義務教育、高校でも、中学校でも、卒業させればいいと、こ

ういうことになってしまう。 

昔はそうではなかったのだと思うのです。大正時代の俳句で、中村草田男の俳句だった

と思いますけれども、「秋の雲 立志伝みな家を捨つ」という俳句があって、立志伝中の

人物というのはみんな家を捨て、要するにふるさとを捨てて東京、大阪、生き馬の目を抜

く都会に出て、身を立て、名を上げ、やよ励んでふるさとに錦を飾るという感覚が普通だ

った。ですから、教育というのは、義務教育が終わったら一人前の男として女として立っ

ていけるという人間を育てていた。この機能が戦後、高度成長期の間に失われてしまった。

そうすると、本人に責任はないわけですけれども、大学卒業してもひとりで立っていくと

いう力がないですから、正規で採用されればいいですけれども、非正規になってしまうと、

もう本当に人生真っ暗というか、ですから、そこは社会的にカバーしていかざるを得ない

し、いかないといけない。ただ、いずれにしても、教育単線型にしても、その辺をもう一

度見直していくというのがないと、企業だけに頼っていてもしようがない。 
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ですから、まさにここにあるように、産学官、本人、親を巻き込んでというのが、今、

本当に求められているのではないか。そういうような格好になっていますから、転職とか、

流動性を高めればいいではないかと言いますが、最初に正規で採用された人はマーケット

があるのです。転職もできる。企業の人に聞いても、それなりの企業に採用された人は、

そこのところで、この人はちゃんとした人だと選別がされています。ところが、大学を卒

業したときにまともな企業に勤めていないというと、たまに採用してみても、やはりだめ

でしたねというのが多いのだという話を聞いたことがあります。要は、大学卒業しても、

この人はこういう技術を持っているから採用するというよりは、人物を見て、この人はで

きそうか、できないか、それで採用しているというのが日本の企業の採用の現実ではない

のか。そうすると、非正規になってしまうと、非常にリスクが伴いますから、若い人がも

っとベンチャーしたらと言っても、中には成功する人がいますけれども、ベンチャーにチ

ャレンジしようという人もそんなには出てこない。 

私は昔、ビジネススクール、アメリカのスタンフォードに行っていましたけれども、一

番人気の科目はスモールビジネスなのです。中小企業。要するに、ビジネススクールを卒

業して、中小企業を自分でおこす。日本の学生はほとんどそういう感覚がない。そこはや

はり社会が違うのだと、こういうことだと思いますが、いずれにしても一番根っこのとこ

ろは、自立した個人というのを義務教育の段階からどうやってつくるのかといったこと。

ただ、そうは言っても、今の人たちはそうなっていませんから、まさに若山先生が最後に

おっしゃっておられたような産学官、本人、親を巻き込んでしっかり対応していく必要が

あると、そういうことなのかなと、そんなことを考えております。 

○岩田委員 最初に１点だけ申し上げたいのですけれども、必ずしも若年ではないのです

けれども、日本はポストドクター問題というのがあって、理系なのですけれども、１万 7,

000 人か、１万 8,000 人か、要するに、ドクターが終わったのだけれども、いい職がなく

て、ぶらぶらしているという問題がありまして、これは考えてみるとえらくもったいない

話なのです。その問題はどう解決したらいいかと思っていましたら、イギリスで、たしか

ノレッジ・トランスファー・プログラムというのがあって、大学、大学院生が主なのです

けれども、例えば、大学院生だと、１週間に１日企業に行って、そこの研究開発プロジェ

クトに参加する。そうすると、研究しているときから、企業はどういう研究をしていると

か、自分の研究と照らし合わせて考えるわけです。そうすると、就職の口が見つかりやす

い。イギリスは大学だけではなくて、場合によると高校もそういうことをやっている。で

すから、早い段階から、企業というのはどういう活動をやっていて、どういう人を欲して

いるか、仕事にはどういうことが必要なのだということを伝えるようなプログラムがあっ

て、割合うまくいっているという話なのですね。 

要するに、日本のスキル形成というのは、基本的には戦後は企業が内部で形成していた

わけですけれども、企業はだんだん内部で形成するような余裕がなくなって、個人で身に

つけなければいけない。ところが、特に若い人は、個人がどういうスキルを身につけてい
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いかわからないわけです。どのスキルを持てば企業に評価してもらえるか。そのミスマッ

チというのですか、情報も非対照性なのですかね、自分はこういうことができると言えば

企業は評価してくれると思って一生懸命やる。１つの典型的な例は、厚労省がマンパワー

というか、教育訓練で補助金を出したら、みんな英会話学校に行ってしまった。だけれど

も、英会話学校がつぶれたりしたら、急に経費が余ってしまった。でも、それは本当に企

業が欲していることなのかどうかというのは、大分ギャップがあるのではないかと思うの

です。 

似たようなことは、アメリカで、これはジョージア州ですかね。要するに、企業を一生

懸命誘致したいのだけれども、雇用に適格な人材が少ないわけです。例えば、IT の企業が

行っても、IT のことがわかる人がいない、学生もいない。そうすると、コミュニティーカ

レッジとか、テクニカルスクールとか、そういうところに企業が研修コースを委託する。

大学には IT でも何でも教えられる人がいるわけです。そういう先生方が教えて、企業が内

部でやるのではなくて、大学がそういう研修コースを請け負ってやる。これも、何万人だ

ったか何十万人だったか忘れましたけれども、結構うまくやっている。「クイック・スタ

ート」プログラムと呼ばれています。 

例えば、４ページで、日本で人材が不足している。つまり、それは、企業が欲している

スキルを持った人がいないということなのですね。若い人も、別にスキルを身につけたく

ないと思っているわけではなくて、身につけたいと思っているのですが、企業の欲してい

るスキルと非常にギャップがあるために、結局、うまくいっていない。 

それから、実務経験ということで言えば、直接企業研修のようなことをもっと早い段階

から、アメリカは大学生とか何かでも、夏休みに企業研修に行ったりする。企業の方もそ

ういうプログラムを１週間用意したり、国際機関もそういうのがありますけれども、積極

的にやっているのですが、日本の企業はどうしてそういうことをもっと一生懸命やらない

のか。もしこういう人が欲しいのなら、学生のときから、そういう研修のプログラムを組

んで、後も来てもらえるというようなことを思いました。 

以上、コメントです。 

○柳川委員 １つは、今のお話に続けてコメントですけれども、自己キャリア設計のため

の支援ツールというのは、社員のためにというのは６ページに書いていらっしゃいますけ

れども、これが先ほどの話で、採用前のところでもかなり重要で、自分がキャリアを積ん

でいくときにどういう知識を身につければどこに行けてという、この辺りを自主的にでき

るかどうかというのは１つのポイントかなというのがコメントです。 

 質問は２つなのですけれども、１つは、今日は主に日本のお話をお伺いしたのですけれ

ども、最初に書かれていたように、先進国で若年層の失業率の問題があるので、これは日

本だけではなくて、何か共通の問題があるのだと思うのですけれども、この辺り、どうい

うふうにお考えかというのを、ちょっと書かれていらっしゃるのですけれども、もう一回

伺いたい。 
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 それから、もう一つは、人材育成投資の ROI の向上と、イノベーションを通じた雇用創

出と２つの対策を書いていらっしゃる。これは並立してうまくやれればいいのだと思うの

ですけれども、若干矛盾を生じる可能性があるかなと思っているのは、例えば、リテンシ

ョンの向上などをやっていくと、どんどん社内のためのスキルを蓄積していくことになる

と、先ほどのアップルのような、イノベーションを起こすような人材が果たしてそこで生

まれてくるのかというような疑問を持ってしまうのです。その辺り、どういうふうに整理

されていらっしゃるのかをお伺いしたい。 

○若山シニア・フェロー おっしゃるとおり、そういったトレードオフ的なことはあると

は思いますが。そこら辺については正直なところ、整理できていません。 それから、そ

れぞれの国によって事情が違いますので、一概に先進国病の１つだと言えるわけではなく、

いろいろなケースがあると思います。申し訳ありませんが、この点についても、お答えす

ることは難しいかと思います。 

○伊藤主査 私は、プレゼンテーションにコメントではないのですけれども、今日の皆さ

んの議論を聞いていて面白いなと思ったのですけれども、若年労働の問題で、深刻なこと

が起きていることは事実で、それに対してどう対応するかというときに、今日の話も含め

て、３つの対応が潜在的にあると思うのです。 

１つは、松元次官がおっしゃった強い個人を確立するというのが象徴的なのですけれど

も、あるいは世の中に非常に受け入れられるような能力をつくる。つまり、サプライサイ

ドでそこをエンパワーしてやる。非常に広い意味でですね。 

もう一つは、当たり前の話で、今日は余り出てこなかったのですけれども、経済を活性

化するとか、イノベーションが高まるとか、要するに、ディマンドサイドで経済か強くな

れば、あとは紆余曲折はあるけれども、自動的にマーケットがクリアーする。 

３つ目は、ミスマッチという言葉に象徴されるのですけれども、仮に供給サイドがある

程度うまくいって、需要があったとしても、例えば、社会の変化が激しいとか、あるいは

情報の問題が合ったりしてミスマッチがある。この３つだったと思うのです。 

 なぜそんな話をしたかというと、たまたま最近読んでいる本に影響されてしまったので

すけれども、行動経済学という分野、皆さん御存じだと思うのですけれども、それを見る

と、人間というのは余り合理的ではなくて、例えば、私も今、悩んでいるのですけれども、

カロリーを取り過ぎると血糖値が上がるということはわかっていて、それをコントロール

するだけの経済力もあるし、理性ではわかるのだけれども、目の前においしいお酒が出て

きてしまうと、どうしても。 

何を言いたいかというと、行動経済学の連中がよく言う話で、シンキング・ファスト・

アンド・スローというのですか、シンキングスローの部分、自分の利害とか合理性を考え

て生涯を選択して、こういうふうにやっていくという部分ではわかっていても、日々行動

して、特に若い人たちは人生経験もないわけですから、非常にシンキングファストの部分

が多いと思うのです。それはひょっとしたらマーケットのミスマッチの部分かもしれませ
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んけれども、キャリア形成とか、人間のオポチュニティーということになってくると、こ

れはセーラーという人が使っている言葉ですけれども、チョイスアーキテクチャーみたい

なものが非常に未整備ではないか。我々のように多少年を取った人間が見ても、なぜ今ま

でこういう仕事をしていたのかというと、人生の節々で、そういうところにすっと行くよ

うな、ある種のナジが、ナジというのですけれども、ちょっとこう。 

そういう話をし出すと、本当に大混乱してしまうのですけれども、いわゆる合理性とか、

マーケットとか、需要供給だけで議論できるのであれば、それはそれでいいと思うし、そ

こが一番重要だと思うのですけれども、こと人間のチョイスの問題とか、あるいは人生の

問題とかになってくると、その部分は結構大きくて、だから何ができるかというと、メタ

ボもなかなか解消できないのに、こういうものも解消できるかどうかわかりませんけれど

も、かなり大事な問題かなと。 

前にもこの会で申し上げたのですけれども、例えば、発展途上国で貧困の問題を議論す

るときにも同じような問題が出てくるわけです。50 セントでしか生活ができなくて、カロ

リーが少ない人に、もう 50 セント上げたら何が起こるかというと、カロリーが下がってし

まうわけです。つまり、おいしくて、余り自分の健康によくないものを食べてしまう。あ

るいは貧困層の子ども、学校に行っていないところに支援をしたら教育がよくなるかとい

うと、必ずしもそうではない。そこまで行くと話を混乱させて申し訳ないのですけれども、

今日の話を聞いていて、どういう切り口でやったらいいかということをもう一回整理した

らいいのかなという、いつも議論を壊すような話をしかけまして申し訳ないのですけれど

も、大変刺激的で、参考になりました。どうもありがとうございます。 

何か最後に総括コメントみたいなものはありますか。 

○若山シニア・フェロー いいえ。力不足で申し訳ないということと、この分野は今後自

分の研究テーマとしてやっていきたいと思っていますので、また是非、何か機会がありま

したら、よろしくお願いいたします。 

○伊藤主査 どうもありがとうございました。 

 それでは、もう一方のプレゼンテーターの松浦さんにお願いしたいと思います。大体 30

分程度でお願いします。 

○松浦専任講師 慶應大学の松浦と申します。今日はこのような機会を与えていただきま

して、ありがとうございます。座って御報告させていただきます。 

 今日は「企業の参入・退出と生産性変動」ということで、私及び私の研究グループとい

いますか、今日、御紹介させていただきますのは、経済産業研究所及び、私、昔、一橋で

深尾京司先生とずっと一緒に研究していたものですから、一橋の深尾先生のグループの研

究を幾つか御紹介しながら、今の日本の生産性の低迷というのをミクロデータから分析し

た研究結果を幾つか御紹介しながら、政策に関する議論を幾つか御紹介したいと思ってお

ります。 

 まず、御紹介のとおり、日本の経済成長率は 90 年以降、非常に低迷しておりまして、何
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が原因、犯人なのかというのは、これまで多くの研究がなされてきているわけですけれど

も、１つ、大きなイシューになっているのは、TFP、全要素生産性の低迷が 1990 年以降、

急減してしまっている。こちらのグラフでいきますと、この赤の部分が経済成長率に対す

る TFP の企業ということなのですが、ちょっと古いデータですが、JIP データベース 2006、

こちらは経済産業研究所で我々が作成しているデータベースなのですが、1990～1995 年、

1995～2000 年、2000 年以降ということで、1980 年代以前に比べて、この赤の TFP の企業

が大きく減少している。 

この TFP の減少について、さまざまな研究があるのですけれども、近年、ミクロの、個

別企業のデータを使ってマクロの生産性の低迷の理由を明らかにしようというような研究

の流れが出てきておりまして、2005～2010 年ぐらいにかけて、日本でも研究が進められて

きています。今日はその主要なものを御紹介するということで、去年、RIETI で作成しま

した Policy Discussion Paper というのがありまして、そこの中から幾つか主要なものを

御紹介する予定です。 

ミクロデータによる生産性変動の要因分析ということなのですけれども、かつてのマク

ロ経済の分析というのは、基本的にはミクロの積み上げではなくて、経済全体としてマク

ロの指標を見ることで、ミクロの積み上げと違うインプリケーションが出てくるというよ

うな観点からいろいろな研究がなされてきたと思うのですが、1990 年ごろから、特にアメ

リカで政府統計のミクロデータの研究利用が進みまして、それ以降、ミクロデータを積み

上げていくことでマクロの変動を分析しようという、生産性変動要因分析というものが出

てきました。アメリカでは、お話ししたように、大体 1990 年代の半ばぐらいから幾つか研

究が出てきまして、日本では 2000 年ぐらいからいろいろな政府統計の個票が利用できるよ

うになりまして、いろいろな研究の蓄積がなされてきています。 

背景のテクニカルな部分を少しだけ御紹介差し上げたいと思っているのですけれども、

単純に言いますと、マクロ、あるいは産業別の生産性というのは、経済全体の企業のデー

タ、あるいは事業所のデータが手に入れば、個々の事業所、あるいは企業の生産性を、例

えば、売り上げとか付加価値で加重平均してあげれば、マクロ、あるいは産業のレベル全

体の生産性水準がわかるというのが、一番上の集計レベルの生産性というところの式が意

味しているところです。 

経済全体の企業、あるいは事業所のデータがもし手に入るのであれば、例えば、２時点

で生産性、TFP が変化したという事象を、どんな企業がどういう動きをしたことによって、

経済全体、産業別、あるいはマクロの生産性を動かしたのかというのを分析することがで

きることになります。 

若干まどろっこしい式ですけれども、この式が分解式になっておりまして、例えば、２

時点の経済全体、産業レベル全体の生産性の変動というのは、この赤の部分、Continuing 

plans と書いてありますが、存続企業、あるいは存続事業所の生産性変動、ここのところ

は後で御紹介しますけれども、この部分と、それから、下の黒で囲んである参入効果と退
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出効果に分けられるというのが、この大雑把な式の意味なのです。参入と退出効果という

のは、それぞれ何を意味しているかというと、単純に考えていただきますと、例えば、生

産性の高い企業かたくさん参入してくれれば、当然、産業全体の生産性が上がります。逆

に退出効果というのは、平均の参入生産性と個々の生産性の差分になっているのですけれ

ども、平均よりも生産性が低い企業がたくさん退出すれば平均値が上がるという、ある意

味、当たり前の単純な式ですけれども、こういった参入とか退出の効果を定量的にマイク

ロデータを集計することで計算してやろうというのがこの発想です。 

この存続企業の赤のところなのですが、少しわかりやすく図解したものを御紹介したい

と思うのです。例えば、非常に単純に、今、２社しかいないような経済を考えまして、２

時点、ｔ期とｔ＋１期で、それぞれ企業１、企業２が生産性を伸ばしました。この縦軸が

生産性で、横軸が市場シェアで、市場シェアが一定だとしましょう。かつ t 期からｔ＋１

期にかけて、企業１も企業２も生産性が上がっているという状況を想定しているのですが、

同時にマーケットシェアも変わって、企業１がマーケットシェアを拡大させているのに対

して、企業２はマーケットシェアを縮小させている。このときに、市場には２つしか企業

はありませんので、企業１と企業２の生産性の加重平均で産業平均の生産性の変化を見る

ことができるわけですが、この産業平均の生産性の変化というのを分解してやろうという

のが、ミクロのデータが手に入る生産性要因分解の発想でありまして、具体的には、これ

を３つの効果に分けます。 

右の図の中で①②③④⑤とありますが、①と⑤を特に内部効果と言いまして、これはそ

れぞれ、企業１、企業２のシェアを固定した上で、この２つの企業がどれだけ２時点の間

に生産性を伸ばしたかという効果を測っています。 

 ２番目のシェア効果というのは、ｔ期、１時点目の生産性を固定した上で、シェアがど

れだけ変化したか。それぞれの企業がどれだけシェアを変化させたかによって、産業レベ

ルの平均生産性がどれぐらい変化したかを示すものになります。具体的には、③と④がシ

ェア効果というものになりまして、今回のケースですと、企業１がシェアを増やした部分

がｔ期とｔ＋１期にかけて、産業全体の生産性の上積み部分ということになりますので、

③④が２つの企業がシェアを変化させたことによる産業全体に及ぼす生産性の変化、効果

ということになります。 

 ②のところが最後に残りますけれども、この②というのは、生産性の変化とシェアの変

化の差分ということで、企業１が生産性を変化させた部分と、企業１のシェアの変化の部

分の掛け算になっていまして、ここを共分散効果というような呼び方がされます。 

 この③④と②というのはそもそも、基本的には企業間のシェアの変化によって産業全体

の生産性が変化する部分であるのに対して、この内部効果の部分は、それぞれの企業がど

れだけ頑張ったかということになりますので、①と⑤は、直感的に考えれば、それぞれの

企業がイノベーションなどを通じて生産性を伸ばした部分。②③④の部分が、企業間の競

争によってシェアが変わった部分、それによって平均が押し上げられた部分を測っている。
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こういったコンセプトを基に、いろいろなデータを使いながら、日本のこれまでの生産性

変動にどんな特徴が見られるのかというのが、これまで幾つか研究の蓄積が行われていま

して、今日はそれを御紹介したいと思っております。 

 

 具体的な研究を御紹介する前に、まず、この研究の背景といいますか、特にデータとい

う観点から少し背景を御紹介したいのですけれども、そもそもこの研究が可能になってき

たのは、政府の個票データ、企業レベル、あるいは事業所レベルのデータの研究利用が可

能になってきたからということが背景にあります。この研究をやるに当たって、まず、生

産性変動が計測可能であって、かつ包括的なパネルデータがないと分析ができない。 

例えば、マクロとか、産業全体の議論とつなぎ合わせて考えていきたいというのが大き

な問題意識にありますので、できるだけ産業を大きくカバーしたデータでないといけない

ですし、２時点の生産性変化を見ますので、個々の企業を追跡していったデータ、パネル

データと言いますけれども、こういったものを用意しなければいけない。こういったデー

タのハードルはかなり高いということで、今までなかなか難しかったのですけれども、経

済産業省が 1991 年から行っている「企業活動基本調査」、サンプルの対象が従業者数 50

人以上、資本金 3,000 万円以上の企業ということで、比較的大きな企業なのですが、商鉱

工業と経産省所管のサービス業をカバーするということで、かなり網羅的な調査が行われ

るようになりまして、研究が増えてきました。 

あとは、事業所レベルでは、「工業統計」とか「商業統計」などもこういった研究に使

われておりまして、「法人企業統計」というのもありますが、これは資本金が１億円以上

の企業しか全数調査としてカバーしていませんので、どちらかというと余り使われていな

いような傾向があります。 

 

 早速、主要な研究結果を御紹介しながら、そこから何が言えるのか、どういう問題が指

摘できるのかということを少し御紹介していきたいと思います。まず最初に御紹介するの

は製造業を対象とする研究でして、深尾先生のグループで工業統計を使って研究したもの

になります。我々のグループの研究はいろいろなバージョンがあるのですが、これは一番

典型的な TFP を使った研究になっております。生産性成長率というのは、TFP、全要素生産

性の成長率なのですが、1980 年代と 1990 年代、実質的には 2003 年までが対象になるので

すけれども、確かに生産性成長率 1.81～1.12％ということで、生産性成長率が低下してい

るということが見られる。その中の内訳について、生産性成長率の企業を先ほど御紹介し

た内部効果とか、シェア効果、共分散効果、参入・退出効果といったところに分けたもの

が右の列に並んでおります。 

生産性成長率に一番寄与が大きいのは内部効果となっています。80 年代についても、9

0 年代についても、大体５割ないし５割以上が内部効果になっていることがわかります。

製造業では内部効果の寄与が大きいとここに書いてありますけれども、このスライドには
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入れておりませんが、幾つかの国際比較がありまして、同じようなフレームワークで分析

しても、製造業は基本的には新しい企業が入ってくるというより、既に活動している企業

がどれだけイノベーションを起こしているかというのがより重要だということがわかって

います。これは産業特性ということもあって、やはりある程度軌道に乗っている企業が更

に生産効率を改善するというのが生産性の上昇の源泉なのだということは１つの共通認識

として指摘されています。 

80 年代と 90 年代を比較しますと、生産性成長率が低下しているわけですけれども、構

成要素の中で大きく変わっているのはやはり内部効果の減少でして、1.19～0.55％という

ことで、約半分になっていまして、90 年代にかけて、企業のイノベーションによる生産性

の上昇がかなり伸びしろがなくなっているといいますか、企業の個々の頑張りといいます

か、イノベーションによる生産性の上昇がかなり力が弱くなっているということがわかり

ます。そういった意味では、総体的には、再配分効果、シェアの変化ですとか、参入、あ

るいは退出の重要性が増しているということがわかります。 

もう一つ、ちょっと興味深いのが、退出効果がマイナスになっているということなので

す。本来ですと、例えば、生産性の低い企業がたくさん撤退すれば、当然、平均の生産性

を押し上げるわけですけれども、退出効果がマイナスというのは逆のことが起こっている

ということになります。つまり、平均よりも生産性が高い企業が撤退してしまっていて、

それによって製造業全体の生産性成長率を 0.2％ポイント、あるいは 0.3％ポイントほど押

し下げているということが指摘されています。ここについては、もう少し掘り下げた研究

を後ほどのスライドで御紹介したいと思っています。 

 今、御紹介したのは製造業なのですけれども、付加価値、あるいは雇用、いずれで見て

も、製造業の比率は２割とか３割とか、かなり小さなものになっていまして、むしろより

重要なのはサービス業ということになります。最初に御紹介するのは小売業に関する分析

でして、これは私自身の研究と、同じフレームワークでアメリカについて分析したものを

表として御紹介しています。日本とアメリカ、かなり期間は違うのですけれども、それぞ

れ、生産性成長率、これは労働生産性になっているのですけれども、日本の場合は 0.83％

に対して、アメリカが 1.14％ということで、年率平均成長率になっているのです。ほぼ近

いような値になっているのですが、興味深いことに、生産性の変動パターンというのもア

メリカと日本でかなり似通っていまして、製造業に比べるとかなり内部効果が小さくて、

逆に参入と退出の影響、ここで純参入という言い方をしていますけれども、新しい事業所

の参入、あるいは非効率な事業所の退出というのは生産性の改善に大きく寄与しているこ

とがわかります。 

 私の論文では、例えば、規模別ですとか、それから、業種別といった形で、かなり細か

く、いろいろな形で要因分解をやっておりまして、こちらのスライドには入れておりませ

んけれども、1997～2004 年ということで、ちょうど大店法が廃止された時期を扱っていま

す。例えば、規模別に貢献度などを見ますと、参入効果のうち、ほとんどが大規模事業所
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になっていまして、大規模店が入ってきたことでかなり労働生産性を押し上げたというこ

とが参入効果として出ていることがわかっています。 

 それから、業種別に見ていくと、中小でもうまくいっているところはありまして、これ

はコンビニエンスストアの貢献だと考えられるのです。コンビニエンスストアも食品小売

と分類されますので、食品小売では小規模事業所もかなり参入効果として高い貢献度を持

っているということがわかります。このように、小売業で見ると、参入・退出というのが

非常に大きなインパクトを持っていまして、小売業の場合、年率で大体 10～15％ぐらい、

毎年、参入・退出が起こっていまして、長期で見ると、数年で半分ぐらいの事業所が入れ

替わってしまうというような状況です。小売業の場合は固定比が低いので、産業特性とし

て参入・退出が非常に重要であるということがわかります。 

 では、非製造業についてはどうなのかということなのですが、ここは皆さんも関心があ

るところだと思うのですが、実は非常に研究が遅れているところでありまして、やはり一

橋の深尾先生のグループの、我々と一緒にやっている研究ではあるのですが、幾つか民間

の財務指標のデータベースを統合しまして分析した結果を御紹介しています。こちらに持

ってきているのは労働生産性成長率で見ていますので、産業によってかなりばらつきがあ

ります。通信業などですと、本当は資本ストックをちゃんと考えてあげないと生産性とい

うのは評価できないのですけれども、データの制約もあって、ここでは労働生産性で生産

性を評価しています。サービス業については、先ほどから申し上げているとおり、データ

の制約は非常に厳しくて、深尾グループのここで紹介している論文では、民間の、例えば、

帝国データバンクですとか、CRD 協会という、銀行が持っている顧客企業の財務データを

使ってデータベースをつくって分析されているものになります。 

これを見ますと、通信業などでは、再配分効果が大きいということで、これは 1997～2

002 年ということですので、規制緩和とともに、いろいろな外資系企業が入ってきたりと

か、新しいインターネット関連のサービスが出てきた時期でもありますので、市場でマー

ケットを取る企業のシェアの変化というのは相当大きなインパクトを持っているというこ

とがわかります。 

一方で、建設とか運輸に関しては、再配分効果がマイナスになっています。再配分効果

がマイナスになっているということは、例えば、生産性の高い企業がシェアを減らしてい

る。言い換えると、生産性の低いところがシェアを維持した状態になっているということ

を意味しているのです。これは後でまた御紹介しますけれども、１つはゾンビ問題という

のがときどき言われますけれども、銀行の追い貸しですとか、いろいろな保護政策によっ

て、本来、市場から撤退すべき企業が残ってしまって、マーケットの成長を見込めないと

いう判断を下した生産性の高い企業がシェアを減らした結果、建設や運輸などでは生産性

の低迷という形で出てきているのではないかという指摘がなされています。 

 ここまでお話ししてきたのは、基本的にシェアの変化と、それぞれの個々の企業の生産

性の変化から、マクロ、あるいは産業別の生産性の変化を見ていこうというものになるの
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ですけれども、経済学的に考えれば、単に企業のシェアと生産性の変化だけではなくて、

生産要素の投入といったところからも効率性を考えた方がいいのではないかという議論が

ありまして、こちらで３枚ほどスライドを用意しているのが、生産要素配分の非効率につ

いて幾つか研究したものになります。 

 Petrin and Levinshon というのは、それぞれミネソタの先生で、生産要素の投入の効率

性という観点から、ミクロデータを使って生産性の変動要因をしておりまして、具体的に

は、生産要素の投入配分の効率性というのは、例えば、生産関数を推計したところから出

てくる生産要素の限界収益率、つまり、生産からのパラメータを持ってきて、それを生産

要素の限界収益の理論値とみなしまして、それと実績値を比較することで、理論値よりも

生産要素の限界収益率以上にたくさん生産要素が投入されていれば、非効率が生じている

のだろうというふうに評価するというようなフレームワークを提案されております。 

時間の関係もありますので、細かい、テクニカルなフレームワークは割愛しますけれど

も、日本でこのフレームワークを使って分析されているのは、権さんという日本大学の方

で、やはり深尾先生のグループで一緒に RIETI で研究している研究者なのですが、彼が特

に資本ストックとか、あるいは労働投入といったものの生産要素の非効率性というものを、

生産性成長率の再配分効果、あるいは純参入効果に及ぼす影響を見るということで、先ほ

どお話ししたように「ゾンビ企業仮説」というのがありますけれども、これに注目しなが

ら分析した論文があります。 

彼らの手法を使いますと、やはりこれは工業統計を使って 80 年代と 90 年代を分析して

いるのですが、先ほど御紹介した深尾先生の研究ですと、事業所規模は 30 人以上になって

いたのですが、権先生たちのは 10 人以上ということで、少しサンプルが違いますので、生

産性成長率の値がちょっと変わってきているのですが、権先生たちの研究によりますと、

生産要素の配分効率というのも考慮した再配分効果というのを見ると、80 年代にマイナス

の幅が非常に大きくなっているということで、ゾンビ仮説というのが製造業に当てはまっ

ているのではないか。90 年代に入って、企業の過剰設備の解消が鈍くなってきているので

はないか。その結果、バブル崩壊後の生産性の低迷が続いたのではないかというような議

論をされています。 

ただ、実際によく見てみると、生産性の変化率、80 年代から 90 年代にかけて大きく下

がっているのですが、低下幅の大きな原因は内部効果の減少でして、確かに再配分効果の

マイナスというのは大きくなってはいるのですけれども、個々の企業のイノベーションの

拡張というところが大分弱くなっている。そちらの方がインパクトとしては大きいという

ことがわかります。 

 ここから、ほかの関連研究も紹介しながら、生産性がなぜ下がったのかとか、例えば、

新陳代謝を拡充させるにはどうしたらいいかということを少しお話ししたいと思うのです

が、まず、これまでの研究を少しまとめると、なぜ生産性が下がったのかということで、

製造業の場合、内部効果が下がっている。これはキャッチアップが終焉したというふうに
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１つは言えるかもしれません。その中で、市場の新陳代謝、例えば、参入・退出効果の重

要性が総体的に高まっていますので、これをどうやって底上げするかというのが重要でし

ょう。 

 それから、負の退出効果が製造業の場合には観測されるということで、これはもしかす

ると、直接投資より空洞化の可能性があるのではないかということが指摘されています。

これはどういうことかというと、例えば、企業は海外に生産拠点を移転させるというのを

考えますと、通常、海外直接投資を行う企業というのは規模が大きい企業ですので、例え

ば、パナソニックが国内工場を閉鎖して海外に行くとなると、パナソニックの中で一番生

産性の低い工場を閉鎖して海外に移転するわけですけれども、閉鎖されたパナソニックの

工場というのは、例えば、電気機械産業全体で見ると比較的生産性の高い工場が閉鎖され

ることになりますので、直接投資によって、比較的効率のいいところが実はつぶれている

のではないかということが指摘されています。 

ただ、もう少し細かいデータ、あるいは海外の子会社のデータなどもつないで分析して

いきますと、業種の分類などを細かくしていったりすると、このインパクトはそれほど大

きくないという結果は出てきているのですけれども、この部分、海外への移転というのが

国内の技術が失われることの１つの経路、チャネルになっているということは否定できな

いということがわかっています。 

あと、ゾンビ仮説ということで、銀行を通じた資金配分などが効率的でなかったことが

配分の非効率性をもたらしているのではないかという仮説が幾つかありまして、非製造業

については、例えば、財務データを使った､Shinada さんという政策都市銀行の方が書かれ

た論文で、建設とか運輸などで再配分効果の低迷が生産性の低下の原因であるというよう

な分析が出てきているのです。既存の研究というのはまだデータのカバレッジが十分では

ないので、もう少し包括的な分析をする必要があるのですけれども、非製造業については、

このゾンビ仮説というのを原因の１つとして考えていく必要があるのではないかというこ

とが言えます。 

では、どうすれば生産性を上げていくことができるのかということを、この先３枚ぐら

いのスライドで御紹介しようと思っているのですが、まず内部効果改善のためにというこ

とで、どういう企業が生産性を改善させたかということで、最近、やはりミクロデータを

使った研究がたくさん出てきております。 

１つは、東京大学の戸堂さんなどがよくお話しされているのですが、グローバル化支援

ということで、輸出とかアウトソーシング、直接投資をやっている企業は生産性の改善効

果が見られる。これは海外の研究でも、日本の研究でも立証されていまして、輸出とか FD

I、アウトソーシングしている企業は生産性の改善効果が大きいと言われています。 

それから、研究開発支援というのも恐らく重要なチャネルになるのではないかというこ

とで、特に中小企業白書、2009 年に紹介されているものですけれども、従業員 5,000 人以

上の大企業ですと、日本もアメリカもほぼ同じような研究開発集約率で、非常に活発に日
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本企業も研究開発をしているということが指摘されているのですが、一方で 5,000 人未満

になりますと、アメリカよりも研究開発集約度は非常に低くて、日本の中小企業の方が研

究開発活動に消極的だということが指摘されています。 

同じような議論になってくるのですけれども、これはブリティッシュコロンビアの Kas

ahara さんという方が分析されているのですが、2003 年に研究開発に関する税制が変更に

なっていまして、研究開発に関する税制が変わったときに、どういう企業が研究開発支出

を増やしているかという研究の中でも、流動性制約がある、比較的規模の小さい企業ほど

政策的なインパクトに大きく反応するということが指摘されています。 

 もう一つ、生産性を上昇させるチャネルとしましては、新陳代謝機能の拡充ということ

で、参入とか退出、あるいはシェアの変化を促していくにはどうすればいいかという議論

になってくるのですが、参入・退出については、定量的な研究からはなかなか明確な政策

的なメッセージが出てこないのですけれども、これまでのミクロデータに関する研究で言

いますと、市場における個々の企業の市場シェアの変化に関しましては、例えば、若い企

業ほど付加価値率、あるいは雇用成長率の変化が非常に大きいということで、これは慶應

の樋口先生と私、それから、深尾先生のグループなどがいろいろな角度から分析しており

まして、例えば、こちらに相関数値を持ってきていますけれども、雇用成長率と企業年齢

の関係を見ますと、企業年齢が 35 歳の企業と企業年齢５歳の企業を比べると、雇用成長率

でいきますと大体３％、付加価値成長率でいくと大体 5.6％ぐらい、若い企業の方が平均

成長率が大きいということが指摘されています。こういったところから長期的全般を支援

するよりも、むしろスタートアップ企業を支援した方がいいのではないかというインプリ

ケーションが導けるかと思います。 

 対日直接投資も、企業の参入という意味では、外資系企業は、日本に参入してくる企業

というのは、比較的生産性が高くて、かつ生産性成長率も高いということが、深尾先生の

一連の研究で指摘されていまして、この分野は深尾先生が非常に多くの論文を書かれてい

るのですけれども、どうやって外資系企業のシェアを増やしていくのかということなので

すが、1996～2006 年にかけて、こちらに少し数値が出ていますが、1996 年が 0.7％だった

ものが、2003 年は 1.3％ということで、非常に小さなシェアですけれども、徐々に増えて

いる。業種では、卸・保険・金融・医療というところに集中しております。 

対日直接投資については、いろいろな研究はあるものの、効果的なメッセージがなかな

か出てきてはいないのですが、１つ言えることは、外資系企業のシェアが増えているとこ

ろは、日本企業でも参入・退出がかなりある。つまり、かなり競争の激しい、企業の出入

りが大きいところになっていまして、むしろ外資系企業が多いところ以外の、特に非製造

業などで、日本企業にとっても参入障壁があるようなところにはそもそも外資が入ってき

ていないので、外資優遇というよりも、例えば、医療関係とか、教育といったような新陳

代謝が起こりにくいところの活性化をどうやって持ってくるかというのが、外資系企業の

拡充というところでも共通項になってくるのではないかということが指摘されています。 
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 最後に、新陳代謝の拡充という意味では、企業の業種転換というのも、データを見てい

きますと、定量的にはかなり面白いファインディングが出てきていまして、例えば、社齢

の高い、企業年齢が高い企業でも、異業種に進出する、企業の主業が変わっているような

企業では、例えば、学習院の宮川先生の研究ですけれども、主要な生産品目を変えている

企業は、生産量成長率ですとか、雇用成長率が高いということがわかっています。更に、

実際の企業、特に製造業などで見ますと、産業全体の生産量の変化のうち、新しい企業の

参入・退出よりも、むしろ既存企業は生産品目を変えて、主業を変えて産業間を移動する

というような効果が産業変化のダイナミックスの源泉になっているということが指摘され

ています。 

 どういう企業が業種を変えているのかということで、これは非常に限定的な研究なので

すが、私と東大の元橋先生と一緒にやった研究で、機械製造業に限ったものですけれども、

例えば、輸入競争が激しいところですとか、海外直接投資をやっているようなところで異

業種への移行が進んでいることがわかっています。 

 

 ここまでをまとめますと、今、生産性上昇率が低迷しているということなのですが、製

造業についても内部効果、既存企業の成長率の低下ということで、これについては、内部

効果を引き上げるということで、例えば、中小企業がスタートアップした後の支援ですと

か、それから、研究開発の支援といったものが重要になる。再配分の重要性が増している

ということなのですが、これも異業種の展開という形で促進することが重要なのではない

かということが、少なくともこれまでの研究から言えるかと思います。 

 非製造業については、業種によってパターンが異なっていて、特に装置産業以外では、

マーケットシェアの変化ですとか、参入・退出が重要になってくるわけですけれども、こ

の部分はまだまだ研究が不足していますので、なかなかはっきりしたことは言えませんけ

れども、参入・退出とかを促すような政策が重要になってくるかと思います。 

 この内部効果を高めるためにということで、今、お話ししたことと重複しますけれども、

グローバル化の支援ですとか、中小・中堅向けの研究開発支援、あるいは新陳代謝を高め

るという意味では、社齢の低い企業への支援とか直接投資、それから、業種転換というの

が１つのキーになってくるのではないかというふうに、これまでの研究からのサーベイと

して御提示できるのではないかと思っております。 

 ちょっと時間が超過しましたけれども、報告は以上になります。 

○伊藤主査 どうもありがとうございました。 

 それでは、時間が限られているので、皆さんから意見、質問を集めまして、最後に松浦

さんからお答えいただければと思います。 

 では、清家さんから。 

○清家委員 大変興味深い御報告ありがとうございました。 

 １つ、やはり我々として興味があるのは、規制緩和などによる参入効果がマクロの生産
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性を高めるかどうかということではないかと思います。そこで１つ、興味深いのは、例え

ば、小売業のところは、1997～2004 年の期間で参入効果がかなり大きくて、さっき少し説

明されたのは、その間の大店法改正や、小売業の規制緩和の影響がポジティブに効いたの

ではないかというお話でしたけれども、一方で運輸業などを見ると、これは期間にもよる

のかもしれないけれども、運輸業はむしろ参入効果はマイナスですね。運輸業はよくわか

らないけれども、タクシーとか、最近問題になっているバスとか、随分規制が緩和された

りして、新規参入が増えているようにも思うのですが、そこはむしろ参入効果はマイナス

になっていて、規制緩和などによって参入が自由になることによる生産性の向上効果とい

うのは、ポジティブなものなのか、あるいはそうではないのか。まだ実現していないから

わかりませんけれども、医療などの分野でもそれが起き得るのかというのはかなり重要な

ポイントだと思うのですけれども、何かそれを示唆するような、海外の研究成果でも良い

のですけれども、あったら教えていただきたいと思います。 

○吉野委員 ２点ほどあるのですけれども、１つは、供給サイドから生産関数で計測され

ていると思うのですけれども、日本の場合、総需要が最近随分減ってきたわけですね。そ

うすると、その影響が意外に需要サイドから来ているので、生産性のところにはね返って

いるのではないか。両方で見た場合に、本当にこれが正しいのかどうかというのが第１番

目です。 

 ２番目は、会社の年齢、社齢５歳以下の企業というのが成長率が高い。それと同時に、

多分、倒産確率も高いのだと思うのですね。そういうところに支援するということは、リ

スクもすごく大きいような気がするのが２番目です。 

 ３番目は、対日直接投資のところで、私は金融ばかり見たのですけれども、保険とか金

融業は、入ってきたことが本当に新陳代謝機能を拡充するのか。入ってくる業種がちょっ

と違って、インベストメントバンクみたいな形で入ってきて、更にそこは雇用体系が全然

日本と違って、いい人、悪い人を分けていって、どんどんクビを切ってしまうわけですね。

そういう意味で、非常にフレキシブルに雇用できる業態と、そうでなくて、既存の金融機

関で全然切れなくてという、そういう違いもあるような気がしまして、必ずしも金融で見

ると新陳代謝があるかどうかはわからないような気がしました。 

○柳川委員 １点は、非製造業に関する包括的な研究を是非やっていただきたいというコ

メントです。 

 ２点目は、先ほどの清家先生のお話とちょっと関係するのですけれども、参入企業だと

か規制緩和の効果は、本当にここで出ている参入効果だけで見ていいかどうか。参入企業

が入ったことによって、既存企業が頑張って生産性が高まるというところも参入の効果で

はないかと思うので、その辺りの解釈のコメントです。 

○岩田委員 ちょっと技術的なことだけで。製造業の、ページで言うと８ページですか、

これは内部効果が基本的に大きいという結論なのですが、再分配効果も結構大きくて、単

純に数字の足し算をやると、再分配の方が大きいのではないか。シェア効果と共分散効果、
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この変化分を足し算すると 0.72 で、内部効果は 0.64 なので、製造業はむしろ、ある種、

リソースアロケーションがより効率的になった。これは多分、非製造業だと反対の結論が

出ると思うのですけれども、それはどうなのかというのが１点目です。 

 もう一つ、技術的なのですけれども、業種転換なのか、製品転換なのかですね。つまり、

６桁でやって、６桁の近いところに製品転換して、それを異業種転換と呼ぶのか。すごい

遠いところに行けば異業種ですけれども、かなり近いところに転換しているのではないか。

それを異業種と言っていいのかどうか。 

以上です。 

○白川委員 質問は先ほどの吉野先生の質問にも絡むかもしれませんけれども、TFP の計

測は生産関数をやっておられるというのでいいと思うのですけれども、最近、TFP の循環

性みたいな議論も出てきていると思うのです。これはトレンドで下がってしまうよという

のはかなり需要に引っ張られている可能性があるので、それをどう考えておられるかとい

うのが１つ目です。 

 それから、私どもが最近やった分析、これはマクロなので、ミクロではありませんけれ

ども、ビンテージを直接資本ストックに取り込んだ生産関数をつくると、実は TFP が上が

っているという結果が出ます。そこら辺をどういうふうに考えるかというのが２つ目の質

問です。 

 それから、３つ目は、これも質問なのですけれども、社齢の問題が出ましたけれども、

企業が若いか、若くないかということだけではなくて、企業の従業員の年齢構成が影響す

るという分析ができる部分があるのですけれども、高齢化していくということと、この辺

の議論をどういうふうにお考えになっているか。 

 最後はコメントなのですけれども、私は外資系のインベストメントバンクで働いている

のですけれども、基本的に参入をさせようという議論をするのだったら円安にする必要が

あると思っていて、こんなに円高ではみんな出てこないです。どんどんリストラになりま

す。要するに、どう見てもコストが高過ぎてしまうのです。したがって、これは為替が相

当効くという見方をしていて、多分、規制云々的なものでも全然ないし、基本、ビジネス

をやる上で日本はコストが高過ぎてしまうというのを申し上げておきたいと思います。 

○小塩委員 私は、細かいコメントを２つ申し上げます。 

 まず、製造業の８ページの表がございますけれども、これを見て、共分散効果が前半と

後半でマイナスからプラスに大きく変わっています。これがこの２つの期間の差にかなり

貢献しているような気がするのです。要するに、これはいわゆる交絡効果ですね。生産性

の高い企業がシェアを高める傾向がより強まったということです。これは何か政策とか制

度の変更を反映しているのかなという気がいたしました。 

 もう一つは、先ほど岩田先生が御指摘されたのですけれども、再配分効果というのは結

構大きいという印象を受けたのです。ただ、この２つの期間の生産性の上昇率の差を見る

と、かなりの部分を内部効果が説明するというふうな印象を受けますので、やはり社会全
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体の生産性、製造業の生産性を高めるのは、内部効果をどのように引き上げるかが重要で

はないかという印象を受けました。 

 以上です。 

○伊藤主査 たくさん質問があって恐縮ですが、私も１つだけ、簡単な質問なのですけれ

ども、16 ページで、輸出・アウトソーシング・直接投資による生産性改善効果と書いてあ

るのですけれども、これはコーザリティーみたいな話はチェックしているのかどうか。つ

まり、出ていくから生産性が上がるのか、単に出ていく企業の方が生産性が高い企業なの

か、そこを教えていただければと思います。全部お答えいただいたらありがたいですけれ

ども、適当にセレクティブにお願いします。 

○松浦専任講師 たくさんのコメントありがとうございます。時間もあと５分程度ですの

で、できる範囲でお答えしていきたいと思います。 

 まず、清家先生から、規制緩和に関してなのですけれども、基本的に規制緩和の話とい

うのは細かい業種で分析していく必要があるというのが我々の認識でして、小売業の場合

は、大店法の廃止という形で、かなりピンポイントに、期間も、それから、業種もきれい

に分けることができましたので、皆さんがイメージされるような規制緩和の形というのが、

例えば、参入効果、退出効果として出てきているのではないかと思います。欧米などでも、

小売業に関する規制が変化しまして生産性か変わったというような分析が幾つか出てきて

います。 

 運輸については、バスも入っていれば、鉄道も入っていれば、航空も入っていますので、

そもそもデフレーターはどうするのかとか、いろいろなノイズの問題もありますので、こ

のマイナスの参入効果をもって評価するというのはなかなか難しいところで、これはデー

タの整備を待って、個別の参入で規制緩和については考えていく必要があるのではないか

と思っています。ただ、航空などに関する海外の研究を見ますと、規制緩和によって生産

性の改善は結構見られるという幾つかの研究があります。 

 それから、吉野先生から、生産性の分析で需要サイドが重要ではないかという御指摘が

ありました。確かに生産性の分析をするときには、これは需要の変化なのか、それともサ

プライの変化なのか。これはサプライしか見ていないわけですけれども、１つは、我々の

いつもの言い訳ではあるのですけれども、ある程度長目の期間を見ることによって、景気

の循環の動きというのは捨象してしまって、長い期間におけるサプライサイドの動きから

分析しようという観点に立っておりますので、お気づきかもしれませんが、この分析では

比較的長い期間を、毎年毎年の変化ではなくて、長い期間でのトレンドから、いろいろな

インプリケーションを考えています。 

 それから、社齢の影響についてですけれども、確かに若い企業ほど倒産する企業も多く

て、若い企業を支援すると、その企業が実際には倒産してしまうということで、リスクは

大きいというのはありますけれども、雇用がどういった企業で生まれているかというよう

なアメリカの研究、あるいは日本の研究を見ても、比較的若い企業が多いということで、
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アメリカなどでも、社齢の低い企業の支援というのが重要ではないかという議論がなされ

ていると聞いています。 

 それから、外資参入ですね。保険とかインベストメントバンクが増えてきているという

ことですけれども、確かに日本とかなり業態が違うところの参入が増えてきているわけで

す。それに呼応して、例えば、日本の証券会社などもインベストバンクの部門などをつく

ったり、ここの分析の中では十分とらえ切れているとは言い切れませんけれども、外資系

企業の参入というのは金融業の活性化につながっているのではないかと考えています。 

 それから、岩田先生の業種転換の効果なのですけれども、確かに工業統計は６桁ですの

で、例えば、今まで電子部品をつくっていたものが通信機器をつくり出したというものも

ここに入ってきているわけですけれども、例えば、大きなところで考えると、キャノンな

どはカメラからデジカメに移ったり、もっと長い話をすれば、シャープは電卓から液晶に

行っているとか、ある程度の期間を取るとドラスティックな変化もしていまして、そうい

ったところをもう少し研究していくなり、あるいはどういった形で業種転換が進むかとい

うことを分析していくことは結構重要なのではないかと考えております。 

 それから、柳川先生から御指摘の、既存企業へのプレッシャーといったものは含まれて

いないのではないかということで、これはおっしゃるとおりです。本来であれば、マーケ

ットにおけるプライシングがどうなっているかとか、もう少し一般均衡的な枠組みの中で

考えていく必要があるのですけれども、まずデータをどういうふうに集めてきて分析して

いくということなので、価格のデータとか、一般均衡的なフレームワークを見る上では、

どうしても情報が不足するので、現状ではうまくいっていないというところです。 

 それから、白川先生から幾つかコメントいただいておりますけれども、先ほどちょっと

お話ししたように、循環的な動きとか、ビンテージのような話は、比較的長い期間を取る

ことで捨象して、むしろ長期的な、ある程度長い期間のサプライサイドの変化を見るとい

うのが、この分野の研究の流れでして、そういったところに注目したものになっておりま

す。 

 それから、企業の年齢というのは、実は従業員の構成の問題なのではないかということ

で、それは全く御指摘のとおりで、最近アメリカとかヨーロッパでは、そういった観点か

ら分析が進んでいまして、ただ、そういった研究をするには、企業のデータと個人のデー

タをつなぎ合わせて分析しなければいけないという制約が出てきますので、日本の今の統

計の制度ではそういったデータをつくることができないので、何ともお答えできないので

すが、アメリカ、ヨーロッパでは、そういった研究が出てきています。そういったところ

から、企業の成長の源泉を見ていこうというのが出てきていますので、今後、そういった

研究の進展を期待したいと思っています。 

 それから、小塩先生から御指摘があったとおり、共分散効果が 90 年代は高くなっている

ということなのですが、ここについては我々の方でもまだ細かくは見ていません。特に製

造業ですので、どういった政策変化と相関があるのかといったところはこれからの検討課
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題だと思っております。 

 それから、伊藤先生から最後に御指摘があったコーザリティーの問題ですけれども、こ

れは国際経済学者の間でもかなり議論になっていますが、基本的には、いろいろな形で操

作変数を取ったり、内生性を処理する手法を実施しても、こういった結果が出てくるとい

うことが海外の研究でも日本の研究でも示されています。 

○伊藤主査 たくさん質問があったのですが、非常にコンパクトに、丁寧に答えていただ

いて、ありがとうございます。 

本当はまだ議論したいのですけれども、既に予定の時間を過ぎているので、これで今日

は終わりにさせていただきたいと思います。 

 次回は、既に御連絡させていただいているように、５月 31 日の金曜日 10 時から 12 時で

の開催を予定しております。場所はまた追って連絡していただきたいと思います。 

 今日はどうもありがとうございました。 


